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Abstract

　Microforce measurements are applicated in many scientific research fields, such as material science, medi-

cine & food science, biology and nano-material. In order to establish a microforce standard below 10 N and its 

traceability system in Japan, a survey is carried out in National Metrology Institute of Japan (NMIJ). First, the 

demand for microforce standard below 10 N is analyzed through a questionnaire survey. The result shows a lot 

of demands for traceability of the microforce measurement. Second, the generating techniques and measuring 

techniques of the microforce are summarized. The techniques of deadweight force, electromagnetic force, and 

electrostatic force are commonly used to generate a precise microforce. The techniques of using strain gage, 

resonators and capacitors are suited to the microforce measurement. Third, the efforts for realizing microforce 

standard made by other National Metrology Institutes are also surveyed. Finally, a plan is presented to estab-

lish the traceability system of microforce measurement at NMIJ.

1．はじめに

力計測は，材料の力学的特性評価や製品の破壊試験，
耐久試験等の品質管理など，ミクロ的には原子間力，分
子間力，マクロ的には鉄鋼の圧延力など，多くの分野で
幅広く行われている．産業界において欠かせることがで
きないことから，力計測は極めて重要な計測の一つであ
ると言える．これら力計測の信頼性を確保するため，日
本の国家計量標準機関（National Metrology Institute，
以下 NMIと称す）として国立研究開発法人産業技術総
合研究所（以下産総研と称す）の計量標準総合センター
（National Metrology Institute of Japan，以下 NMIJと称
す）では，力の国家計量標準の開発・高度化・維持・供
給を行っている．
日本の計測のトレーサビリティは，計量法校正事業者
登録制度（Japan Calibration Service System，以下 JCSS

と称す）により支えられている．力のトレーサビリティ
については，図 1 に示すように，国家計量標準である
NMIJの力標準機，JCSS登録校正事業者の所有する力
基準機，トランスファ機器としての力計，産業界で多く
使用される一軸試験機，という流れで確保されている．
現在 NMIJでは，10 Nから 20 MNまでの範囲の力の国
家計量標準が実荷重式・こうかん式・油圧式の力標準機
群により実現されている 1），2）．また JCSSに登録してい
る校正事業者（以下 JCSS校正事業者と称す）に対し，
力基準機や参照用の力計の校正サービスを行っている．
また，力の JCSS校正事業者からは，力基準機並びに参
照用の力計を用いて，力計並びに一軸試験機の校正サー
ビスがユーザに提供されている．ユーザは，校正された
力計や一軸試験機を用いて装置開発や材料の力学的特性
評価を行っている．以上のように，10 Nから 20 MNま
での範囲の力については国家計量標準にトレーサブルな
校正体系が確立されている．
一方，近年ではマイクロ・ナノ加工技術の発展によ ＊工学計測標準研究部門力トルク標準研究グループ
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り，計測対象が微小になり，様々な分野で微小力の計測
が行われるようになってきている．医療・食品等の研究
開発分野では，ミリニュートン（mN）レベルの力計測
が必要とされている 3）-6）．薬品や医療食品等の安全性を
確保する観点から，これら医療・食品試験片に対する圧
縮・引張・粘性試験等の実施が薬局方により規定されて
いるものもある 7）．また，バイオ，ナノ物質・材料等の
研究開発分野では，ミリニュートンレベル，あるいはよ
り小さいマイクロニュートン（μN）レベル，ナノニュー
トン（nN）レベルの力計測が行われている 8），9）．例えば，
ナノインデンテーションテスター（ナノインデンター）
や原子間力顕微鏡（以下 AFMと称す）による材料の力
学的特性（硬さや縦弾性係数等）の計測が報告されてい
る 10），11）．また，AFMのナノインデンテーションへの適
用も試みられている 12），13）．AFMを力学的特性評価に用
いる場合，マイクロカンチレバーのばね定数が既知であ
る必要があるが，微小力と微小変位を精密に計測するこ
とによりこのばね定数を高精度に決定する試みが報告さ
れている 14）-17）．
本調査研究では，以上の状況を踏まえ，医療，食品，

バイオ，ナノ材料等の分野で要望のある微小力標準の早
期整備を目的とし，産業界における力計測の現状，微小
力標準・計測のニーズ，並びに微小力発生技術・計測技
術に関する各機関の取り組みについて調査した．本報告
では，まず第 2章では，産業界における微小力計測の現
状についての調査内容を紹介する．第 3章では主な微小
力の発生技術・計測技術を紹介する．第 4章では，世界
各国のNMIにおける微小力標準への取組みを紹介する．
第 5章では NMIJにおける微小力標準に関する今後の研
究計画・展望を報告する．最後に，第 6章で本調査研究
をまとめる．

なお，本調査研究では 10 N未満の力を「微小力」と
総称することとする．

2．産業界における微小力計測の要望及び課題

2. 1 微小力計測の事例
まず，企業訪問や展示会等を通じ，実際の微小力計測
事例の調査を実施した．ミリニュートンレベルの力計測
は，炭素繊維の引張試験をはじめ，注射針の曲げ試験，
コンタクトプローブのばね定数測定，布の風合い測定，
スイッチのフィーリング測定，食品の食感や食べやすさ
の評価などが事例として挙げられる．また，ナノインデ
ンターや AFMによる材料の力学的特性の評価において
は，マイクロニュートンレベルからナノニュートンレベ
ルの力の計測が必要であることがわかった．
例えばある材料試験機メーカによると，微小力計測の
応用例として，繊維の引張試験，ガラス材料の曲げ試験，
元素ブロック高分子材料成形の薄膜曲げ試験，電子部品
の切断荷重計測，電子部品の圧入荷重計測等がある．他
の事例では，材料の力学的特性評価に用いる引張試験機
での繊維の引張試験，微小圧縮試験機でのガラスビーズ
の圧縮試験等も挙げられる．材料の力学的特性の評価並
びに製品の品質管理においては，上記のような材料試験
が重要であるため，微小力計測の信頼性確保が必要とさ
れている．

2. 2 アンケート調査の結果
2017 年 7 月から 8月にかけ，NMIJ力・トルク計測ク

ラブ等を通じ，75 社を対象としてアンケート調査を実
施した．そのうち 20 社から回答をいただいた．有効回
答は 13 社であり，図 2に示すように，校正事業者 4社，
力計メーカ 8社，エンドユーザ 1社に分類された．今回
のアンケート調査は主に 10 N未満の力計測を対象とし
た．アンケート設問と回答は以下の通りである．
設問 1 として，力計測の用途，特に 10 N未満の力計

測の用途について尋ねた．微小力計測は材料，食品，製
薬などの分野で応用されていることがわかった．特に，
10 N未満の一軸試験機における試験力の校正が必要な
業種として，製薬，食品，電気部品，半導体，医療，化
学等が挙げられた．また，従来の一般的な材料の特性評
価の他，品質管理のために糸の張力測定や微小ばねのば
ね定数測定が行われていることもわかった．
設問 2として，現在行われている力計測の範囲につい
て尋ねた．図3にその結果を示す．横軸は力の計測範囲，
縦軸は企業区分を示す．破線は現在 NMIJで供給できる

図 1　力標準のトレーサビリティ体系
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力標準の下限 10 Nである．ほとんど全ての企業・機関
が国家標準の下限より小さい範囲でも力計測を行ってい
ることがわかった．また，今回の調査対象に限っていえ
ば，主にミリニュートンレベルからニュートンレベルま
での力計測が多いことがわかった．
設問 3として，力範囲ごとに必要な計測精度又は不確
かさについて尋ねた．図 4にその結果を示す．図 4には
アンケート調査結果に加え，少数であるが，直接聞き取
りにより得られた結果も含まれている．横軸は力計測の
レベルであり，縦軸は必要な精度（不確かさ）である．
これより，力計測に必要な精度（不確かさ）については，
多くは 0.5 ％～1 ％程度を要求していることがわかった．
JIS B 7721 「引張試験機・圧縮試験機 － 力計測系の校正
方法及び検証方法」では一軸試験機の校正に，同じ等級
の力計を用いることを要求している 18）．一軸試験機の等
級判定基準を表 1に示す．1級の一軸試験機の校正には
1 級の力計を参照標準として用いなければならない．多
くの力計は，JIS B 7721 の 1 級又は 0.5 級の一軸試験機
の校正に使用できることを要求していることが推察され
る．ある校正事業者の統計によると，JCSS校正全体で

は，1 級適合と 0.5 級適合を選択する顧客の比率は，お
おむね 95 ％対 5 ％である．計測の力のレンジが小さく
なると，徐々に 1級を選択することが多くなっている．
設問 4 として，10 N未満の力計測に必要な分解能に
ついて尋ねた．図 5に示すように，千分の一より高い分
解能で計測している企業・機関が多いことがわかった．

図 2　力計測アンケート回答企業・機関構成
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図 3 調査した各企業・機関で現在行われている力計測の
範囲
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図 4 現在計測されている力レベルでそれぞれ必要な計測
精度（不確かさ）

表 1　一軸試験機の等級の判断基準  18）表 1 一軸試験機の等級の判断基準
18) 

単位 % 

試験機の

等級 

相対指示誤差 

q 

相対繰り返し誤差 

b 

相対往復誤差
a)
 

v 

相対ゼロ誤差 

f0 

相対分解能 

a 

0.5 ±0.5 0.5 ±0.75 ±0.05 0.25 

1 ±1.0 1.0 ±1.5 ±0.1 0.5 

2 ±2.0 2.0 ±3.0 ±0.2 1.0 

3 ±3.0 3.0 ±4.5 ±0.3 2.0 

注
a)
 相対往復誤差の決定は，依頼者からの要求がある場合にだけ行う（JIS B 7721 の 6.4.8 参照） 

 

微小力の発生技術及び計測技術に関する調査研究

285産総研計量標準報告　Vol.10, No.2 2020年 2 月



すなわち計測機器に必要な分解能は，各測定レンジに対
してマイクロニュートンからミリニュートン程度まで要
求されている．
設問 5として，力計の校正方法について尋ねた．校正
方法としては 10 N以下の力計に対して，質量のトレー
サビリティを確保した分銅又はおもりにより定期的に校
正を行っていることが分かった．校正時の負荷方法は，
分銅又はおもりを重力方向で直接力計に負荷するか，負
荷枠等を用いて間接的に負荷している．
設問 6として，力計の校正が国家計量標準にトレーサ
ブルである必要性について尋ねた．図 6にその結果を示
す．13 社のうち 8 社からトレーサビリティが必要との
回答をいただいた．また，不要と回答された 2社におい
ても力計測の校正には分銅を使用していることから，間
接的に国家計量標準へのトレーサビリティが必要という
ことが推察された．結果として，大多数の企業が計測の
トレーサビリティの必要性を主張されていることが明ら
かになった．

2. 3 聞き取り調査の結果
アンケート調査のほか，産総研内の専門家や展示会・
企業訪問等で面会した関係者に聞き取り調査を実施し，
微小力計測の応用を探った．代表的な計測機器として
は，マイクロ硬度計，ナノインデンター，原子間力顕微
鏡（AFM）がある．これらの力計測の範囲としてはサ
ブニュートンからピコニュートン（pN）までの幅広い
範囲がある．
まず，マイクロニュートンレベルからミリニュートン
レベルまでの力計測を行っているナノインデンテーショ
ンについて調査結果を紹介する．ナノインデンテーショ
ンは，「試験方法」，「試験機の校正」，「基準片の校正」

の 3 要素が必要になる．ここで，「試験機の校正」が問
題になると考えられている．例えば，おもりで試験機を
校正する場合，引張方向で校正した力計を圧縮方向に使
用するのが適切かどうかという問題が存在している．ま
た，電子天びんを参照力計とみなして校正する場合，試
験機上で設置スペースの問題が生じる．以上のことか
ら，微小力標準のみならず，寸法も定格容量も微小な力
の仲介器の開発が必要であることがわかった．
次に，AFMによる材料機械特性評価の聞き取り調査

結果をまとめた．従来の表面形状計測に加え，機械特性
を計測する要求が多くなっていることが分かった．しか
しながら，計測データに著しく大きなばらつきが生じ
る，装置毎に計測結果が全く異なる，という問題がある
こともわかった．例えば、同じ試料又はサンプルに対し
て異なる装置を用いた実際の測定結果間のばらつきは 2
倍程度にもなる事例もあるとのことであった．これに
は，マイクロカンチレバーのばね定数のばらつきの問題
も関連している．従って，マイクロカンチレバーのばね
定数を正確に計測する方法が必要となる．ばね定数の測
定には，Cleveland法  19），Sader法 20）-22），熱振動法 23）-26）

等の方法があるが，測定結果のばらつきは 10 ％から数
10 ％程度にもなる．これらはいずれも共振周波数等か
ら間接的に力を計測している方法である．今後，高精度
な微小力計測技術の発展により，力を直接計測すること
で測定誤差を低減できる可能性がある．
ここまでで紹介した計測事例の計測精度（不確かさ）
に関しては，計測の力が小さくなるにつれ，不確かさ又
は誤差が大きくなる傾向が見られた．図 4の調査結果か
ら，ピコニュートンからミリニュートンレベルにおける
必要な計測精度（不確かさ）は 1 ％～10 ％程度である
ことがわかる．計測精度を向上させることにより，材料

図 5　現在行われている 10 N未満の力計測に必要な分解能 図 6　力校正の国家計量標準にトレーサブルである必要性
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の力学的特性の分析がより定量化しやすくなると期待さ
れる．現状では，ミリニュートンレベルをさらに下回る
微小力計測の高精度化の要求は数量としては少ないなが
ら，計測機器の校正が必要であると考えている技術者は
多い．その校正の国家計量標準へのトレーサビリティが
重要であるという認識も普及しつつある．従って，微小
力の標準開発を進めることにより，需要が顕在化してく
ることも予想される．
以上の調査結果により，産業界における微小力標準へ
の関心が高く，その立ち上げに期待がかかっていること
がわかった．産業界の需要に応じて，まず，ミリニュー
トンレベルからの微小力標準に関する研究開発に着手す
ることが急務である．

3．微小力発生技術・計測技術

微小力標準の普及のためには，微小力の発生技術と計
測技術の双方を開発していかなければならない．そこで
ここでは過去の主な技術を調査し，まとめてみた．微小
力の発生（実現）並びに微小力の計測は，力の発生原理
に基づき行われている．力の発生原理は，発生並びに計
測の両方に用いることがある 1）が，ここでは，力標準の
設定に使われるような原理を力の発生技術と呼び，力計
測又は仲介器として利用できる原理を力の計測技術と呼
ぶこととする．

 3. 1 微小力発生技術
力は重力相互作用，電磁相互作用，弱い相互作用並び
に強い相互作用により発生する．現在微小力の発生技術
は，これらの相互作用に基づき，重力，電磁力，静電力，
光放射圧，音響放射圧等を利用して研究開発されてい
る．特に電磁力以下の技術は微小力標準の設定に適用で
きると期待されている．微小力標準の設定には，微小力
発生機構に対し，高精度かつ繰り返しの安定性，再現性
が要求されている．以下に各微小力発生技術を紹介す
る．
3. 1. 1 実荷重式
重力を利用した力の発生技術は実荷重式と呼ばれてい
る．これはニュートンの第 2 法則に従い，質量 mと重
力加速度 gの積により力 Fの大きさを決定する．すな
わち，力 Fは次の式で表される．

F＝mg （1）

これに基づいた実荷重式力標準機はほとんど全ての国
家計量標準機関（NMI）に採用されている．図 7 に示

すように，実荷重式力標準機では，精密に質量調整され
たおもりが積み重なった重錘（おもり）に作用する重力
を利用し，力を発生させる．実荷重式は，原理が簡単で
ありかつ既存の力標準体系に整合性があるため，微小力
の発生機構にも適用できる．また，重錘の質量は質量の
国家標準にトレーサブルな校正が可能である．現在，
NMIJ では，質量の国家標準は最小 1 mgの分銅まで整
備されているため，原理的には最小約 10 μNまでの力
を発生する重錘の質量が校正できる．なお，分銅の校正
は，法定計量の規格である OIML R111 に則って行われ
る  27）．
一般的には，校正される分銅の質量が小さくなればな
るほど，その相対不確かさが大きくなる．これは当然な
がら微小力標準の相対不確かさに影響する主な要因の一
つになる．また，力が小さくなると共に，図 7（a）の
ような第一重錘となる負荷枠の自重の制約や分銅又はお
もりの寸法による加工限界等の制約が出てくる．例え
ば，図 7（b）に示すように，負荷枠の自重を打消すた
めの釣合い機構の導入が必要であり，釣合い機構の感度
も不確かさの大きな要因となる．さらに，機械加工技術
の限界により，微小な分銅又はおもりに連鎖機構を採用
することが困難となってくるため，特別な連鎖機構を開
発するか，連鎖でない分銅又はおもり加除機構が必要に
なる． 

3. 1. 2 電磁力式
電磁力式は磁場に置かれているコイルに発生させた

ローレンツ力を利用する微小力発生技術である．ここで
は，キッブルバランス法と電磁力平衡式の 2手法につい
て紹介する．
キッブルバランス法は 1976 年に英国の NMIである
英国物理学研究所（NPL）によって提案されたものであ
り，電気的手段で実現された仕事率と，機械的手段で実

図 7 実荷重式力標準機の構造
 （a）負荷枠を第一重錘とした実荷重式力標準機
 （b）負荷枠の自重を打消す実荷重式微小力標準機

 
 
 

図 7 実荷重式力標準機の構造 
（a）負荷枠を第一重錘とした実荷重式力標準機 
（b）負荷枠の自重を打消す実荷重式微小力標準機 
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現された仕事率を比較する手法である 28），29）． NPL 30）-32）

をはじめ，多くの NMIがこの手法に基づいたキッブル
バランス（電流天びん）の研究開発を行っており，プラ
ンク定数 hの測定に用いられていた 33）-38）．図 8 に示す
ように，この手法では静的モードと動的モードの二つの
測定モードがある．静的モードでは，磁束密度 Bの磁
場中にある電流 Iを流した長さ lのコイルに作用する
ローレンツ力 F（＝BlI）と支持枠に加えられた荷重W

を釣り合わせ，荷重Wと電流 Iの関係W＝F＝BlIを決
定する．動的モードでは，コイルを一定の速度 vで磁場
に対して垂直に動かし，この時にコイルに発生した誘導
起電力 Uと速度 vの関係 U＝Blvを決定する．静的モー
ドと動的モードにおいて，Blを不変量と仮定すると，
次の式が成り立つ．

W＝F＝UI―
v

 （2）

通常，コイルの長さ l及び磁束密度 Bの測定は困難で
あるが，この手法では不要になる．コイルの移動速度 v

及びその時の誘導起電力 U，並びにコイルに流した電流

I（もしくはコイルの電圧と抵抗）を測定することによ
り，力 Fの大きさを決定することができる．微小力領
域では，質量の国家標準の相対不確かさが大きく，また，
その質量標準の下限値に制限があることによって高精度
な実荷重式力標準機を開発することが困難となってい
る．キッブルバランス法を用いることにより電気標準へ
のトレーサビリティが可能となるため，微小力標準の確
立に利用できる．一方，磁石の形状や釣合い機構等の構
造上の問題で，均一な磁場を形成することやコイルの軸
方向の一定速度運動が困難であるという課題もある．
電磁力平衡式は，図 9に示すような質量計測用の電子
天びんを利用することが多い．この手法では，質量標準
にトレーサブルな分銅により校正を行っている．すなわ
ち磁石の周囲のコイルに流れる電流を調整することで荷
重を釣合わせ，その時に測定したコイルの電流値から荷
重を算出する．市販の電子天びんでは，ひょう量 6.1 g
に対して最小分解能は 0.1 μg（約 1 nN）という製品も
ある．電子天びんは，直線性，再現性並びに精度が良い
ため，力計の校正において参照標準とすることができ
る．一方，後述するように，校正中の，電子天びんと被
校正力計間に作用している力を正確に両方に伝達するた
めの伝達機構の開発が課題として挙げられる．
3. 1. 3 静電力平衡式
図 10 に示すように，静電力平衡式は，対向する二つ
の電極間に働く静電力 Fを利用し，加えた荷重Wと釣
り合わせる手法であり，ボルトバランス法もしくは電圧
天びんとも呼ばれている．対向する二つの電極の形状は
特に制限されていないが，二重同軸円筒や平行平板の構
造がよく用いられている．静電力 Fは電位差と静電容

図 9　電磁力式の概念
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量に関係し，次の式で表される．

W＝F＝ 1―2  
dC―dz

U  2 （3）

ここでWは荷重，Fは静電力，dC/dzは静電容量勾配， 
Uは電位差である．この原理を用い，ボルトバランス法
では以下の 2 つのモードを通じて負荷した荷重Wを測
定する．まずは静電容量勾配測定モードで静電容量勾配
を測定する．次にひょう量モードで電極間の電圧 Uを
制御し，静電力 Fを発生させて荷重Wと釣り合わせ，
荷重Wを測定する．この手法では，分銅による校正で
はなく，静電容量勾配をあらかじめ求めておくことに
よって，電圧の制御で安定的な微小力を発生させること
ができる．しかしながら 4章で述べるように，事前に精
密に静電容量勾配を測定するには高度な技術が必要であ
る．
3. 1. 4　放射圧式
以上のほかに，微小力の発生（実現）には，光放射圧
や音響放射圧の放射圧を利用することができる．Shaw

らは，光放射の原理に基づき，レーザパワーを利用し，
ナノニュートン（nN）レベルの力を発生させ精密に評
価した  39）．Melcherらは同様の技術を用いてフェムト
ニュートンレベルの力を発生させ，開発した力センサを
自己校正できるようにした 40）．星は，単独では微弱な超
音波振動子を数百個使用し，ミリニュートンレベルの非
接触作用力を発生する小型超音波集束装置を開発し
た 41）．しかし，これらの放射圧を利用した手法で発生し
た力は元々微弱で安定性が低いため，微小力の標準に用
いる場合には，その精度及び安定性を向上させることが
課題となっている．

3. 2 微小力計測技術
微小力の標準の供給体制を確立するためには，精密な
力の発生（実現）技術だけでなく，それを精密に計測で
きる微小力計測技術が重要となる．すなわち高精度，高
安定かつ線形性の良い微小力変換器の開発が必要であ
る．力変換器は，力の大きさを他の物理量に変換するも
のであり，ひずみゲージ式をはじめ，音叉共振式 ，静
電容量式，弦振動式，電磁力（フォースコイルバラン
ス）式等の原理が利用されている．なお，「力計」は，
力変換器（センシング部），ケーブル，指示計器を組み
合わせた完全な機器として定義される 42）．力変換器単体
では力計とは呼ばない．ここでは微小力計測に利用でき
る可能性のある主な計測技術を紹介する．
なお力計には，力による変位をダイヤルゲージで読み
取る環状ばね型力計，力による容積変化を水銀の漏れ量
により読み取る容積型力計もあるが，いずれも微小力計
測には不向きのためここでは割愛する．
3. 2. 1 ひずみゲージ式
ひずみゲージ式力変換器は力計測分野において極めて
多く利用されており，その用途，構造並びに性能に関し
て様々な報告がある 43），44）．図 11 に示すように，ひずみ
ゲージは抵抗線，ゲージリード，ゲージベースにより構
成されている．ひずみゲージ式力変換器は負荷が加わる
部分である弾性体に貼付けられた抵抗線の抵抗変化を利
用する．力がかかるとこの弾性体がわずかに変形し，計
測点に貼付された抵抗線も変形しその抵抗値が変化す
る．図 12 に力変換器によく用いられるホイートストン
ブリッジ回路を示す．この回路では，ひずみに比例して
電気抵抗が変化する 4 枚のひずみゲージが使われ，ブ
リッジに印加された電圧 eiに比例し，かつひずみに比
例した非常に小さい電圧信号 eoが出力される．この出
力信号を増幅器により増幅して指示計器で指示する．ひ
ずみゲージ式力変換器は直線性，応答性，並びに安定性
も優れている．一方，微小力の測定には，軟質の弾性体
が必要で，これは繰り返しの安定した変形に向かないた
め，ひずみゲージ式では高安定な力変換器を製作するの
に限界がある．また，一般的な力レベルでのひずみゲー
ジ式力変換器の定格出力（1 mV/V～3 mV/V）に比べ，
ミリニュートンレベル及びそれ以下の定格容量の力計で
は定格出力がかなり小さくなってしまう（分解能不足）．
現在，市販のひずみゲージ式力変換器では，最小定格容
量は 50 mNとなっている．
金属抵抗式ひずみゲージを用いた力変換器による微小
力計測には分解能や再現性の限界が見られる一方，半導
体のピエゾ抵抗効果を利用した，ピエゾ抵抗式ひずみ図 10　ボルトバランス法の概念図
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ゲージを用いた力変換器も普及している．ピエゾ抵抗式
ひずみゲージのひずみによる抵抗変化率は金属材料を使
用したゲージの数十倍に達するのが特徴である．このた
め，ひずみ測定系を簡素化できるが，一方でピエゾ抵抗
式ひずみゲージには温度依存性が大きい，ひずみによる
抵抗変化の非線形性が強いなどの難点がある  45）．マイク
ロ電子機械システム（MEMS）分野において，ピエゾ
抵抗式ひずみゲージを利用した力変換器の開発が拡大し
つつある．微小力計測分野では，この原理に基づいた高
感度でかつ良い直線性を有する力変換器が開発されてい
る 46）-49）．Peinerらはピエゾ抵抗式ひずみゲージをマイ
クロカンチレバーに実装し，直線性の良い，600 μNま
での微小力を計測する微小力変換器を開発した 49）．これ
らのピエゾ抵抗式微小力変換器はマイクロニュートンレ
ベルからミリニュートンレベルの力計測に利用できる
が，この範囲での利用可能な（上手く負荷できる）力の
標準がないため，電子天びんを参照標準として校正され
ている．より高精度な微小力計測を可能にするために

は，温度依存性を克服する必要がある．
3. 2. 2 振動式
ある一定周波数で励磁加振している弦状の振動子に荷
重を加えると，共振周波数が変化する．この現象を力の
検出に利用したものが振動式力変換器である．図13（a）
にその原理を示す．共振角振動数ωと張力 Fとの関係は
次の式で表される．

ω＝ π―
l √

――
F―
τ

 （4）

ここで，lは弦の長さ，τは弦の単位長さ当たりの質量
である．弦振動式の力計はわずかな変位で，高分解能で
微小力を計測できる特徴がある．力計の高精度化及び高
応答速度化が容易である．一方，非直線性が強く，外部
振動の影響を受けやすいという難点もある．Stalderら
は，直径 5 μm，長さ 4 mmの炭素繊維を振動弦として
使用し，25 μNに対して分解能 2.5 nNの力の計測を実
現している 50）．
図 13（b）に音叉共振式の力変換器を示す．2 つの弦
を複合した構造の振動式となっている．音叉の共振周波
数が張力の関数となり，加える力が変わると，共振周波
数が変わる．福澤らは双音叉型共振器を用いた高精度隙
間制御が可能な高感度力センサを開発し，微小力の検出
限界としては 19.6 μNを達成している  51）．音叉共振式は
弾性変形に依存せず微小力計測に有利である．音叉共振
式はひずみゲージ式よりひずみが非常に小さいが，出力
感度は数十倍にあたり，分解能・安定性・再現性などが
優れている．この手法は電子天びんにも採用されてい
る  52）．市販の音叉共振式電子天びんでは，ひょう量
220  gに対して最小分解能は 0.1 mg（約 1 μN）に達して
いる．NMIJでは，音叉共振式の力計を参照標準とした
力比較器を開発し，定格容量 50 N以下の力計に対する
校正を試みている  53），54）．今後さらに微小力領域での音叉

図 11　力変換器に用いる汎用ひずみゲージの形状
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図 13 振動式力変換器の原理
 （a）振動弦，（b）音叉共振式振動子
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共振式力計並びに力比較器の開発が期待される．
3. 2. 3 静電容量式
静電容量式力変換器の原理・構造を図 14 に示す．平
行平板のコンデンサの静電容量 Cと電極間のギャップ d

との関係は次の式で表される．

C＝ε･ S―
d

 （5）

ここで，Sは重ねている電極の面積，εは誘電率である．
この手法では，荷重の大きさを，弾性体の変位により生
じたコンデンサの静電容量の変化から計測する．この方
式の力変換器では，弾性体の形状の制限がないため，力
計のサイズを小さくできる利点がある．一方，静電容量
は電極間の誘電率によって変化するため，外部の環境に
影響されやすい問題がある．従来の静電容量式の力変換
器は大きな力の計測に用いられていたが，市販されてい
るものの中には微小力変換器もあり，中には定格容量
50 mNで分解能 10 μNという性能のものもある．
近年では，MEMS技術の飛躍的な進歩により，静電
容量式のMEMS微小力センサが開発されるようになっ
てきている．SunらはMEMS技術を用い，静電容量式
の原理に基づき，計測レンジ 490 μN（分解能 0.01 μN）
と計測レンジ 900 μN（分解能 0.24 μN）の 2軸計測でき
る力変換器（微小力センサ）を開発した  55）．この微小力
センサ（指示装置を含め）は高分解能を達成することが
できたが，非直線性に改善の余地がある．Wongらも
MEMS技術を利用し，4.5 mm×4.5 mmの範囲に 5×5
の行列で 25 基の静電容量式微小力センサを製作し，2.5 
Nまでの力を計測している  56）．このタイプの微小力セン
サは低荷重でも感度が高いと報告されている．個々の微
小力センサの定格容量はおおむね 0.1 Nとみなせるが，
分解能については言及されていない．
3. 2. 4 電磁力式（フォースコイルバランス）
上記に紹介した微小力計測技術のほか，微小力発生技
術で紹介した電磁力式を用いることもある．これは

フォースコイルバランス式センサともいう．磁石とコイ
ルを組み合わせることにより発生した電磁力でもって，
負荷された既知の力と釣り合わせる．この時，コイルに
流れている電流値を測定し，力を測定する．この手法は，
安定性が良い，精度が高い等の利点があるが，装置が大
型になるという難点もある．

4．各国家計量標準機関（NMI）における微小力標準へ
の取組み

各 NMIは，様々な微小力の発生技術を用い，微小力
標準の確立に取組んでいる．微小力標準を確立するに
は，高精度かつ長期安定性を有する微小力発生技術が必
要であるため，第 3章で紹介した実荷重式，電磁力式並
びに静電力式が有望であると考えられる．ここでは，各
微小力の発生技術に基づいた各国 NMIにおける微小力
標準機（発生機構・装置）の研究開発状況，力の範囲及
びその不確かさをまとめたので紹介する．
各国 NMIが発表した雑誌論文や学会講演資料に基づ
き，図 15 にそれぞれの微小力発生技術と発生できる力
の範囲をまとめてみた．また，報告された各微小力標準
機（発生機構・装置）の不確かさの評価結果を比較する
ため，それぞれを相対標準不確かさに統一して計算し直
した．結果を図 16 に示す．詳細は各節において説明す
る．

4. 1 実荷重式力標準機
実荷重式は，原理が簡単でありかつ既存の力標準体系
に整合性があるため，各 NMIにより積極的に開発され
ている．韓国のNMIである韓国標準科学研究院（KRISS）

図 14　静電容量式力変換器の原理
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図 15 各 NMIにおける研究開発されている微小力標準の
範囲及びその発生技術
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が開発した実荷重式力標準機は，ナイフエッジを支点と
した釣合い機構を用いており，0.5 Nから 22 Nまでのレ
ンジの力の発生を実現している 57）．その力標準機の相対
拡張不確かさは 1.0×10 －4（包含係数 k＝2）と評価され
ている．スペインの NMIである CEMが開発した実荷
重式力標準機は，薄い金属シート（弾性ヒンジ）を支点
とした釣合い機構を採用しており，0.1 Nから 100 Nま
でのレンジの力の発生を実現している 58）．その相対標準
不確かさは 2.0×10 －5 と評価されている．中国の NMI

である中国計量科学研究院（NIM）が開発した実荷重
式力標準機は，エアベアリングを支点とした釣合い機構
を導入し，1 mNから 10 Nまでのレンジの力の発生を
実現している 59），60）．その力標準機の相対拡張不確かさ
は，1 mNから 0.5 Nまでのレンジで 1.0×10 －4（k＝2），
0.5 Nから 10 Nまでのレンジで 5.0×10 -5（k＝2）と評価
されている．また，3.1.1 項で述べた，重錘のサイズや
重錘加除機構における課題を解決するため，重錘の材料
として，比重の低いチタンを使用している．これにより
ミリニュートンレベルにおけるおもりでも加工が容易に
できる程度の体積を確保している．

4. 2 電磁力式力標準機
電磁力式は，キッブルバランス法と電磁力平衡式の 2

手法があるが，元々キッブルバランス法はプランク定数
の精密測定のために開発されたものであり，力標準機と
しては，電磁力平衡式を利用した力比較器の開発例が多
い．図 17 に示すような構成で，電子天びんを参照標準
とし，力計を校正できるようにしている．ドイツの
NMIであるドイツ物理工学研究所（PTB）が開発した
力比較器は，ひょう量の異なる複数の電子天びんを参照

標準として用いており，100 μN から 10 Nまでのレンジ
の力を校正できている  61）-64）．その相対標準不確かさまた
は標準偏差は6.5×10 －6から1.0×10 -3と見積られている．
KRISSが開発した力比較器は，50 mN から 5 Nまでの
レンジの力を校正できている  65）．その相対拡張不確かは
最大 5.0×10 －5（k＝2）と評価されている．NIMが開発
した力比較器は，500 nN から 500 μNまでのレンジの力
を校正できている  16），66）．その相対標準不確かは最大 6.5
×10  -3 と評価されている．また，オーストリアの NMI

である BEVが開発した力標準機は実荷重式並びに電磁
力平衡式の両方の技術を取り入れている．まず 10 μNか
ら 10 Nまでのレンジの力をおもりに作用する重力によ
り発生し，1 μNから 10 μNまでのレンジの力を電子天
びんを参照して実現することにより，広範囲の力標準を
実現している  67）．しかし，その不確かさは未報告である．

4. 3 静電力平衡式力標準機
静電力平衡式は，元々荷電粒子間の相互作用なので微
弱な力の釣り合いであり，微小質量標準の研究開発に利
用されてきている．NPLは，静電容量平衡式の原理に
基づき，4枚の平衡電極の間に 1枚の移動電極を挟んで
キャパシタを構成し，1 nNから 10 μNまでの力を発生
できる電圧天秤を開発している 68）．米国の NMIである
米国標準技術研究所（NIST） 69）-71）は，静電容量平衡式の
電圧天びんを開発し，10 μNから 200 μNまでの力を発
生させ，1 mgと 20 mgの分銅の質量を評価し，分量法
による評価結果と同程度又はより小さい不確かさを得た
としている．その相対標準不確かさは 1 mg（10 μN）で
7.3×10 －6，20 mg（200 μN）で 6.5×10 －6 と評価されて

図 17　電子天びんを参照標準とした力比較器の模式図

電子天びん

被校正力計

伝達機構

駆動機構

図 16 各 NMIが開発した微小力標準機（発生機構・装置）
の相対標準不確かさ

292AIST Bulletin of Metrology　Vol.10, No.2 February　2020

朱　俊方



いる．台湾の NMIである CMS/ITRI は，平行平板構造
の電極を採用して 200 μNまでの力を発生できる微小力
発生機構を開発し，1 mg，2 mg，5 mg及び 10 mgの分
銅の質量評価を試みている 72），73）．その相対標準不確かさ
は 200 μNに対し，数 nNであると報告されている．
NIMは NISTと同様に，二重同軸円筒構造の電極を採
用し，10 μNから 100 μNまでのレンジの力の発生でき
る微小力標準機を開発した 74）．その相対標準不確かさは
最大 1.0×10 －3 と評価されている．
しかし，3.1.3 項で述べたように，静電力平衡式では

静電容量勾配を精密に測定することが困難である．電極
の移動には高度の直線性が要求されるため，先行研究で
開発された電圧天びんは，高精度の直動機構や変位計測
装置を採用した大型装置となる傾向がある．この問題を
解決するため，NISTでは多項式を用いて静電容量勾配
モードでの測定結果を検討している 75）．KRISSでは，零
位法に使用するバランス機構の並列性の誤差分析と微小
力の補償に関する研究を進めている 76）．

4. 4 微小力標準機の力の範囲と不確かさ
図 16 から，発生する力が小さくなると，相対標準不
確かさが大きくなることがわかる．ミリニュートン，マ
イクロニュートンの領域では，不確かさは 10  －3 オーダ
になっている．一方で，微小力に関する研究開発では，
NISTが開発した電圧天秤の不確かさが著しく小さいこ
ともわかる．
国際度量衡局（BIPM）のウェブサイトに各 NMIの
校 正・ 測 定 能 力（Calibration and Measurement 

Capability: 以下 CMCと称す）が掲載されている 77）が，
これら研究開発中の微小力標準の範囲では CMC Table

への登録は皆無の状況である．このことからも微小力標
準の確立が容易でないことが推察される．CMCの表明
のためには，微小力の発生装置のみならず，微小力を計
測するための高精度力計も必要となる．現状ではそのよ
うな要求を満たす高精度力計の開発は進んでおらず，
CMC登録が進んでいない大きな要因の一つとなってい
る．一方，NMI間での微小力発生装置の能力同等性を
評価するために，KRISS，PTB，NIST，NPLの 4 者に
おいて，仲介器としてナノニュートンレベルの力を計測
できるマイクロカンチレバーを利用した国際比較が実施
されたことは大変興味深い試みである  78）．

5．今後の研究展開

微小力標準のトレーサビリティ実現には，微小力標準

のみならず，①微小力を発生させる標準器，②計測する
仲介器，そして③校正技術の三要素の確立が必要であ
る．微小力を発生させる標準機とは，基準となる精密な
微小力を発生させる装置であり，基本単位の標準にト
レーサブルな原理により実現されるものである．微小力
を計測する仲介器とは，いわゆる力計であり，微小力を
検知し電気信号に変換する装置であり，それらの分解能
や感度の安定性が求められる．この二つの装置・機器が
完成した上で，校正技術の開発が必要となる．校正技術
とは，標準器から仲介器に，そして仲介器から下階層の
微小力発生装置又は試験機等に，正確に微小力を伝達す
る技術であり，不要な寄生分力を混入させない工夫が必
要である．
上記の状況を踏まえ，著者らは，現状産総研で供給で
きていない 10 N未満の力標準を実現するため，重力並
びに電磁力を利用した微小力標準機を早期に開発する．
100 mN～10 N程度の範囲では，図 7（b）に示すよう
な実荷重式微小力標準機を開発する．不確かさを向上す
るためには，負荷枠の自重を打消すための釣合い機構に
エアベアリング等の高感度を実現できる支点構造を用い
る．さらに様々な支点構造並びに力点構造の違いが力標
準機の感度特性に及ぼす影響を検討する．100 μN～1 N
程度の範囲では，図 17 に示すような，電子天びんを参
照標準とした力比較器を開発する．3.1.2 項で述べたよ
うに，校正中の，電子天びんと被校正力計間に作用して
いる力を正確に伝達する（できる限り不要な寄生分力を
混入させない）ための伝達機構を開発する．また，微小
力に対しては，弾性体の変形量を測定する従来方式では
不安定なため，微小力の計測技術の一つの振動式を利用
し，より安定な微小力計をミリニュートンレベルの領域
で開発する．将来的には，静電力平衡式の小型かつ高分
解能な力計をミリニュートン，マイクロニュートンの領
域で開発する計画である．
さらに，従来技術では限定した（鉛直下方）方向での
み力計の校正が行われてきたが，計測器が使用される実
使用状態での校正を実現するため，異なる任意方向の力
を入力できる校正装置・校正技術を早期に開発し，標準
機，計測器，校正手法の三要素を考慮した三位一体の微
小力標準供給体制を確立する．中長期的には，微小力標
準をさらに高度化し，また信頼性ある校正技術を開発
し，産業界への標準供給の安定化に結びつける．

6．まとめ

本調査研究を通じて，産業界における微小力標準・計
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測の需要を探り，また微小力の発生技術・計測技術を調
べ，さらに各国家計量標準機関（NMI）における微小
力標準に関する取組みをまとめることができた．微小力
計測の需要調査を通じて，産業界における微小力の標準
への関心が高く，その標準整備が期待されていることが
分かった．産業界の需要に応じて，ミリニュートンレベ
ルからの微小力標準に関する研究開発に着手することが
急務である．また，微小力の発生技術・計測技術に関す
る調査及び考察を行った結果，実荷重式，電磁力式，静
電力平衡式等の微小力の発生技術は微小力標準の設定
に，ひずみゲージ式，振動式，静電容量式等の計測技術
は仲介器に適する微小力計開発に応用できると想起する
に至った．さらに，各 NMIにおける微小力標準への取
組みを調査し，微小力標準に関する研究開発状況の知見
を得ることができた．今回の調査研究で得た情報を活か
し，今後の微小力標準開発研究を推進できるように努め
たい．
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